
  - 373 - 

後期高齢者医療特別会計について                 
 

 後期高齢者医療制度は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく75歳以上（65歳以上で一定の障害

があると認定された方を含む）の方を対象とした医療制度であり、埼玉県後期高齢者医療広域連合が保

険者として医療の給付等を行い、市町村は保険料の徴収と被保険者からの各種申請等の窓口業務を行う

ものです。 

 なお、歳入歳出当初予算額は1,842,210,000円で、対前年度比2.43パーセントの増でした。以降２回の

補正を行い、最終予算額を1,913,143,000円とし、収入済額は1,897,169,108円で、予算額に対する収入

割合は99.17パーセントとなりました。また、支出済額は1,882,282,613円で、執行率は98.39パーセント

でした。予算の推移は次のとおりです。 

 

予  算  の  推  移 
（単位 千円） 

区 分 
当 初 予 算 額 及び 

補 正 前 の 額 
補  正  額 合   計 備    考 

当  初 1,842,210    ─── 1,842,210 平成29年3月21日議決 

第 1 号 1,842,210 14,179 1,856,389 平成29年9月29日議決 

第 2 号 1,856,389 56,754 1,913,143 平成30年3月19日議決 
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歳  入 

１ 後期高齢者医療保険料 

被保険者の保険料は、平成28年度と平成29年度の２年間の医療費等の見込額を基に埼玉県後期高齢

者医療広域連合の条例により定められているもので、均等割額42,070円及び所得割率8.34パーセント

です。市内に在住する被保険者の保険料の賦課は、埼玉県後期高齢者医療広域連合が行い、市は保険

料の徴収を行うことと法令で定められています。 

保険料の収納状況は、次のとおりです。 

現年賦課分                                  （単位 円） 

徴 収 区 分      調 定 額 収 入 済 額      収入未済額 収 納 率 

特 別 徴 収 保 険 料 986,282,910 986,282,910 0 100.00 ％ 

普 通 徴 収 保 険 料 619,505,830 609,287,850 10,217,980  98.35 ％ 

合   計 1,605,788,740 1,595,570,760 10,217,980  99.36 ％ 

※ 上記の表の収入済額は、還付未済額（特別徴収保険料1,196,790円、普通徴収保険料208,350円）を

含みません。 

滞納繰越分                                  （単位 円） 

徴 収 区 分      調 定 額 収 入 済 額      不納欠損額 収入未済額 収納率 

普 通 徴 収 保 険 料  13,803,461 4,180,655  2,400,970 7,221,836 30.29％ 

※ 上記の表の収入済額は、還付未済額（普通徴収保険料1,636円）を含みません。 

 

２ 繰入金 

繰入金は、一般会計からの繰入金で、事務費繰入金及び保険基盤安定繰入金です。 

事務費繰入金は、保険料の徴収等の市で行う後期高齢者医療事務に要する費用に充てるため、繰り

入れたものです。 

保険基盤安定繰入金は、保険料の軽減に伴う軽減額を県(3/4負担)及び市(1/4負担)で補うため、繰

り入れたものです。 

繰入額は、事務費繰入金が34,900,000円、保険基盤安定繰入金が244,042,384円でした。 

 

３ 繰越金 

平成28年度からの繰越額は、14,179,207円でした。 

 

４ 諸収入 

諸収入については、延滞金として93,800円、保険料還付金として1,906,470円、還付加算金として

66,200円、預金利子として161円、埼玉県後期高齢者医療広域連合から広報経費などの補助金として

822,695円をそれぞれ受け入れました。 
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＜目的＞ 
 後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、市の担当事務を適正に遂行します。 
 
＜内容＞ 
 被保険者証などの引渡し、申請や届出の受付、保険料の徴収など、被保険者にとって身近な窓口業務
を行います。 
 
＜実績・成果等＞ 
１ 事業実績・成果 

平成 30 年 3 月 31 日現在の市内被保険者数 20,361 人 
市が行う事務全般について、埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携して円滑な運営を図りました。

また、市の事務に係る電算システムの運用支援と保守管理の業務を民間委託したことで、市職員が後
期高齢者医療制度の管理や窓口事務に専念できたとともに、事務処理の迅速化・効率化及び経費の節
減を図りました。 

２ 決算額内訳 
臨時職員賃金 1,135,780 円、普通旅費 8,120 円、消耗品費 198,094 円、印刷製本費 1,413,503 円、

郵送料 9,860,489 円、システム保守管理委託料 7,104,024 円、業務管理委託料 1,697,569 円、機器等
借上料 1,982,220 円 

３ 市町村と広域連合の事務分掌 
後期高齢者医療制度は、埼玉県内全市町村で構成する「埼玉県後期高齢者医療広域連合」が運営し

ており、市町村と広域連合が行う事務は以下のとおりです。 
⑴ 市町村が行う主な事務 
ア 被保険者証の引渡し、限度額適用・標準負担額減額認定証や特定疾病療養受療証の交付申請受
付及び引渡し 

イ 療養費の給付等各種申請の受付 
ウ 保険料の徴収 
エ その他、後期高齢者医療に係る各種窓口事務 

以上、被保険者にとって身近な窓口業務 
⑵ 広域連合が行う主な事務 
ア 被保険者の認定や資格管理 
イ 保険料率や保険料の賦課額の決定 
ウ 医療費の給付決定 
エ 広域連合の財政運営及び広域連合の事務全般 

 

 
後期高齢者医療管理事業 

予 算 現 額 25,438,000 円 決 算 額 23,399,799 円 

翌 年 度 繰 越 額 

不     用      額 

前 年 度 
決算額 

増減額 

増減率 

 

2,038,201 円 

22,899,405 円 

500,394 円 

2.19% 

 

 

 

 

23,399,799 円 

決算額の

財源内訳 

国 庫 支 出 金 

県  支  出  金 

地    方    債 

そ    の    他 

一  般  財  源 

 

特定 

財源 

 

 

１

款

 

総

 

務

 

費 

１款 １項 １目 一般管理費 
 

(保険年金課)               

比    較 

決算事項別明細書 

 

ページ 

 

363 
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＜目的＞ 
 後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、市の担当事務を適正に遂行します。 
 
＜内容＞ 
 後期高齢者医療保険料の徴収業務を行います。 
 
＜実績・成果等＞ 
１ 事業実績・成果 

後期高齢者医療保険料の徴収を行い、収納率は 98.77 パーセントでした。 
２ 決算額内訳 

臨時職員賃金 1,085,800 円、印刷製本費 349,380 円、郵送料 1,391,325 円、口座振替事務取扱手数
料 289,192 円、業務管理委託料(督促状等の出力及び封入封緘等) 890,655 円 

 

 
後期高齢者医療保険料徴収事業 

予 算 現 額 4,464,000 円 決 算 額 4,006,352 円 

翌 年 度 繰 越 額 

不     用      額 

前 年 度 
決算額 

増減額 

増減率 

 

457,648 円 

3,012,628 円 

993,724 円 

32.99% 

 

 

 

 

4,006,352 円 

決算額の

財源内訳 

国 庫 支 出 金 

県  支  出  金 

地    方    債 

そ    の    他 

一  般  財  源 

 

特定 

財源 

 

 

１

款

 

総

 

務

 

費 

１款 ２項 １目 徴 収 費 
 

(保険年金課)               

比    較 

決算事項別明細書 

 

ページ 

 

363 
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＜目的＞ 
 後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、市の担当事務を適正に遂行します。 
 
＜内容＞ 
 後期高齢者医療保険料等を埼玉県後期高齢者医療広域連合に納付します。 
 
＜実績・成果等＞ 
１ 事業実績・成果 

後期高齢者医療制度の被保険者から徴収した保険料等を埼玉県後期高齢者医療広域連合に納付しま
した。また、後期高齢者医療保険料の均等割額のうち、低所得者世帯及び被用者保険の被扶養者に係
る軽減措置により減額された保険料分について、市町村 1/4、県 3/4 の割合で負担すべき額を、保険
基盤安定負担金として埼玉県後期高齢者医療広域連合に納付しました。 

２ 決算額内訳 
⑴ 保険料等納付金       1,595,122,810 円 
⑵ 保険料納付金(滞納繰越分)    4,182,291 円 
⑶ 延滞金納付金            95,500 円 
⑷ 保険基盤安定負担金       244,042,384 円 

 

 
後期高齢者医療広域連合納付金負担事業 

予 算 現 額 1,863,860,000 円 決 算 額 1,843,442,985 円 

翌 年 度 繰 越 額 

不     用      額 

前 年 度 
決算額 

増減額 

増減率 

 

20,417,015 円 

1,706,273,678 円 

137,169,307 円 

8.04% 

 

 

 

1,843,442,985 円 

 

決算額の

財源内訳 

国 庫 支 出 金 

県  支  出  金 

地    方    債 

そ    の    他 

一  般  財  源 

 

特定 

財源 

 

 

２

款

 

後

期

高

齢

者

医

療

広

域

連

合

納

付

金 

２款 １項 １目 後期高齢者医療広域連合納付金 
 

(保険年金課)               

比    較 

決算事項別明細書 

 

ページ 
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＜目的＞ 
 後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、市の担当事務を適正に遂行します。 
 
＜内容＞ 
 前年度一般会計から繰り入れた事務費等を、精算により翌年度一般会計へ繰り出します。 
 
＜実績・成果等＞ 
前年度決算に伴い、一般会計からの事務費等の繰入金の残額を、一般会計に繰り出しました。 
平成 28 年度繰越金                   14,179,207 円・・・Ａ 
平成 29 年度保険料(平成 28 年度分として広域連合へ納付） 4,718,400 円・・・Ｂ 
事務費等の超過分 Ａ－Ｂ                9,460,807 円 

 

 

 
一般会計繰出事業 

予 算 現 額 9,461,000 円 決 算 額 9,460,807 円 

翌 年 度 繰 越 額 

不     用      額 

前 年 度 
決算額 

増減額 

増減率 

 

193 円 

9,476,459 円 

△15,652 円 

△0.17% 

 

 

 

 

9,460,807 円 

決算額の

財源内訳 

国 庫 支 出 金 

県  支  出  金 

地    方    債 

そ    の    他 

一  般  財  源 

 

特定 

財源 

 

 

３

款

 

諸

支

出

金 

３款 ２項 １目 一般会計繰出金 
 

(保険年金課)               

比    較 

決算事項別明細書 
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